
 

 

 

 

 

 

都市計画法は、都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、もって国土の均衡ある発展と公共の

福祉の増進に寄与することを目的としています。 

 また、都市計画は、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化的な都市生活及び機能的

な都市活動を確保するため適正な制限のもとに土地の合理的な利用が図られるべきことを基本理

念としています。 

 都市計画とは、人口、産業の集中する都市部において、住宅、店舗、事務所、工場などが無秩

序に建てられたり、日常生活や産業活動に必要な道路や公園などの社会基盤が整っていないなど、

様々な問題が生じないよう未然に防止し、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利

用を定め、また、道路や公園など都市施設を計画的に配置し、その計画に基づき事業を実施する

ことで、調和のとれた市街地を計画的につくりあげていくことです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇大分地区◇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇佐賀関地区◇              ◇野津原地区◇ 
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■ 都市計画関係法令体系（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●土地基本法

●国土利用計画法
（国土利用計画）

（土地利用基本計画）

●国土形成計画法（国土形成計画）

●多極分散型国土形成促進法

●地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律

●山村振興法、離島振興法

●その他

都市地域

農業地域
●農業振興地域の整備に関する法律

森林地域
●森林法

自然公園地域
●自然公園法

自然保全地域
●自然環境保全法

市

街

地

 

開

発
事
業

●

環

境
影

響

評

価

法

　
●

景

観

法

●

屋

外
広

告

物

法

　

●
市

民

農

園

整

備

促
進

法

●

民

間
都

市

開

発

の

推
進

に

関

す

る

特

別
措

置

法

●

特

定
農

山

村

地

域

に
お

け

る

農

林

業

等
の

活

性

化

の

た
め

の

基

盤

整

備

の

促
進

に

関

す

る

法
律

●

国

際
観

光

文

化

都

市
の

整

備

の

た

め

の
財

政

上

の

措

置
等

に

関

す

る

法

律

●

道

路
法

　

●

鉄

道

事
業

法

　

●

軌

道

法
　

●

駐

車

場

法

●

都

市
公

園

法

　

●

下
水

道

法

　

●

河

川
法

　

●

運

河

法

●

卸

売
市

場

法

　

●

と
畜

場

法

●

官

公
庁

施

設

の

建

設
等

に

関

す

る

法

律

●

流

通
業

務

市

街

地

の
整

備

に

関

す

る

法
律

都

市

施
設

地

区

計
画
等

そ

の
他

●

土

地
区

画

整

理

法

●

新

住
宅

市

街

地

開

発
法

　

●

都

市

再

開
発

法

●

新

都
市

基

盤

整

備

法

●

中

心
市

街

地

の

活

性
化

に

関

す

る

法

律

●

都

市
再

開

発

法

●

幹

線
道

路

の

沿

道

の
整

備

に

関

す

る

法
律

●

集

落
地

域

整

備

法

●

密

集
市

街

地

に

お

け
る

防

災

街

区

の

整
備

の

促

進

に

関
す

る

法

律

●

被

災
市

街

地

復

興

特
別

措

置

法

●

都

市
再

開

発

法

●

地

方
拠

点

都

市

地

域
の

整

備

及

び

産

業
業

務

施

設

の

再
配

置

の

促

進

に

関

す
る

法

律

●

建

築
基

準

法

●

駐

車
場

法

　

●

港

湾
法

●

都

市
緑

地

法

　

●

生
産

緑

地

法

●

流

通
業

務

市

街

地

の
整

備

に

関

す

る

法
律

●

文

化
財

保

護

法

　

●
景

観

法

マ

ス

タ
ー

 

 

プ
ラ
ン

地

域

地
区

促

進

区
域

被

災
市
街

地

復
興

推
進

地
域

●

都

市
再

開

発

法

●

地

方
拠

点

都

市

地

域
の

整

備

及

び

産

業
業

務

施

設

の

再
配

置

の

促

進

に

関

す
る

法

律

●

都

市
再

生

特

別

措

置

法

都市計画法
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都市計画は、地域地区などの土地利用に関する計画を定め、都市施設を計画・整備し、市街地

開発事業を計画・実施するなどの内容となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意）この表の内容は、都市計画のすべてではありません。  

区域区分
（法7）

再開発等促進区

市街地再開発促進区域

開発整備促進区

上記のうち※印のみ決定できます。

都市開発方針等
（法7-2）

地域地区
（法8）

促進区域
（法10-2）

 遊休土地転換利用促進地区 （法10-3）

一団地の官公庁施設

 被災市街地復興推進地域 （法10-4）

都市施設
（法11）

地区計画
等

（法12-4）

市街地
開発事業
（法12）

市街地開
発事業等
予定区域
法（12-2）

新都市基盤整備事業

工業団地造成事業

学校　図書館　研究施設　その他の教育文化施設

流通業務団地の予定区域

住宅街区整備事業

新都市基盤整備事業の予定区域

防災街区整備地区計画

沿道地区計画

集落地区計画

土地区画整理促進区域

水道　電気供給施設　ガス供給施設

　自動車ターミナル　その他の交通施設

保育所　その他の医療施設又は社会福祉施設

その他の供給施設又は処理施設

は大分市において決定しているもの。

新住宅市街地開発事業の予定区域

一団地の官公庁施設の予定区域

区域の面積が２０ｈａ以上の一団地の住宅施設の予定区域

工業団地造成事業の予定区域

歴史的風土特別保存地区　伝統的建造物群保存地区　　航空機騒音障害防止地区　特別緑地保全地区

その他政令で定める施設

と畜場

流通業務団地

拠点業務市街地整備土地区画整理促進区域

特例容積率適用地区

高度地区　　　　　　　　　　　　高層住居誘導地区　特定街区

駐車場整備地区　　　　　　　　　 緑地保全地域　　　　　　　　　　　　　　生産緑地地区　緑化地域　　

住宅街区整備促進区域

河川　運河　その他の水路

都
市
計
画
区
域

市街化区域

市街化調整区域

大規模集客施設制限地区

第一種低層住居専用地域

第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域
防火地域 準防火地域

風致地区

臨港地区 流通業務地区

道路 都市高速鉄道 駐車場

公園 緑地 墓園

下水道 汚物処理場 ごみ焼却場

病院

市場 火葬場

一団地の住宅施設

土地区画整理事

新住宅市街地開発事

地区計画

準住居地域

特別業務地区

住環境保全地区

用途地域

特別用途地区

景観地区

その他の公共空地

特定用途制限地域

準都市計画区域

土
地
利
用

都
市
施
設

市
街
地
開
発
事
業

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 （法6-2）

※

※

※

※ ※

※

※

※

田園住居地域

高度利用地区

広場

市街地再開発事業
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 都市計画には、都道府県が定めるものと市町村が定めるものがあります。都道府県が定めるも

のは、広域的な見地から定める必要があるものや、都市にとって根幹的な都市施設に関するもの

を定め、その他に関する都市計画は市町村が定めます。 

 都市計画の決定を行う際には、公聴会、説明会等により地域のみなさんの意見を反映させなが

ら進めていきます。 

 

≪ 県が定める都市計画決定の手続き ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(注１) 国土交通大臣の同意については名称のみの変更又は位置、区域、面積、構造等の軽易な変更については手

続きを要しません。 

(注２) 名称のみの変更の場合は手続きは要しません。 

① 原 案 の 作 成 

関 係 機 関 と の 協 議 

③ 都 市 計 画 案 の 作 成 

②公聴会開催等による 

住 民 意 見 の 反 映 

国

土

交

通

省

と

の

事

前

協

議 

④

市

町

村

の

意

見

聴

取 

市
町
村
都
市
計
画
審
議
会 

【
法
第
十
八
条
の
一
項
】 

【法第十六条】 

⑤都市計画案の公告・縦覧(２週間） ⑥意見書の提出（縦覧期間

【法第十七条二項】 【法第十七条一項】 

 

⑦ 大 分 県 都 市 計 画 審 議 会 

（
要
旨
） 

【
法
第
十
八
条
の
二

国

土

交

通

大

臣

の

同

意 

【法第十八条一項】 

【
法
第
十
八
条
の
三
項
】 

協議申出 

同  意 

⑧ 都 市 計 画 の 決 定 

【法第十八条】 
調

整

等 

【
法
第
二
三
条
】 

⑩
国
土
交
通
大
臣
・
市
町
村 

 
 

 

へ

の

図

書

の

送

付 

⑪
市
町
村
で
の
公
告
縦
覧 

⑨ 告 示 ・ 縦 覧 

【法第二十条】 

(注１) 

【
法
第
二
十
条
一
項
】 

【
省
令
第
十
二
条
】 

(注２) 

大

臣

同

意

案

件 
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≪ 市が定める都市計画決定の手続き ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注１) 名称のみの変更の場合は手続きは要しません。 

 

都市計画が定まると、事業の段階で一定割合の国庫補助を受けることや、用地買収にあたって

は、土地収用法の適用を図ることができますが、都市計画施設の区域内に関して一定の私権制限

を伴うものであるので、慎重な調査、計画はもちろんのこと、決定手続きにおいても、公聴会、

都市計画審議会の開催・審議が法で定められています。 

 

 

 

① 原 案 の 作 成 

関 係 機 関 と の 協 議 

③ 都 市 計 画 案 の 作 成 

②公聴会開催等による  

住 民 意 見 の 反 映 

【法第十六条】 

【法第十七条一項】 

⑤都市計画案の公告・縦覧(２週間） 

④

県

と

の

事

前

協

議 

⑥意見書の提出（縦覧期間

【法第十七条二項】 

（
要
旨
） 

【
法
第
十
九
条
の
二

⑩ 告 示 ・ 縦 覧 

⑪

国

土

交

通

大

臣

・

県 
 

 
 

へ

の

図

書

の

送

付 

(注１) 

【法第二十条】 

【
法
第
二
十
条
一
項
】 

⑦ 市 都 市 計 画 審 議 会 
⑧

県

知

事

協

議 

⑨ 都 市 計 画 の 決 定 

【
法
第
十
九
条
の
三
項
】 

【法第十九条】 

【法第十九条一項】 

協議申出 

回  答 

⑫

市

で

の

公

告

縦

覧 

【
省
令
第
十
二
条
】 
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≪ 都市計画提案制度の手続き（市決定） ≫ 

都市計画法の改正により、一定の条件※を満たせば地域の住民のみなさまから都市計画の決定

（変更）を発案し、行政へ提案ができる「都市計画提案制度」が創設されました。 

 これにより、まちづくりに関する計画が、住民のみなさまの創意により行うことができるよう

になりました。（※一定の条件・・・次の１から５をすべて満たすと、提案を行うことができます。） 

 

１．提案者が、次のいずれかであること。 

 （１）土地所有権を有する者 

 （２）建物所有を目的とする対抗要件を備えた地上権若しくは賃借権を有する者 

 （３）まちづくりを目的として設立された NPO法人 

 （４）民法第３４条で定める公益法人 

 （５）営利を目的としない法人 

 （６）独立行政法人都市再生機構 

 （７）地方住宅供給公社 

 （８）まちづくりの推進に関し経験と知識を有するものとして国土交通省省令で定める団体 

（省令第１３条の３（平成１８国交令８３追加、平成１８国交令１０４一部改正）） 

※このページでは上記（１）（２）を合わせたものを土地所有者等と表記しています。 

 

２．０．５ｈａ（５,０００平方メートル）以上の一団の土地の区域であること。 

 

３．提案内容が、大分市で決定(変更)できるものであること。 

  大分市が決定(変更)できる主な都市計画 

  ● 用途地域などの地域地区 

  ● 市道 

  ● 風致地区、特別緑地保全地区（２以上の市町村の区域にわたる面積１０ha以上のものを除く） 

  ● 公園、緑地、広場、墓園等（国、県が設置する面積１０ha以上のものを除く） 

  ● 土地区画整理事業（国、県が施行すると見込まれる面積５０haを超えるものを除く） 

  ● 市街地再開発事業（国、県が施行すると見込まれる面積３haを超えるものを除く） 

  ● 地区計画 

   ※上記事例は都市計画法第１５条、都市計画施行令第９条及び第１０条の抜粋となっております。 

 

４．提案内容が、都市計画法第１３条(都市計画基準)その他の法令の規定に基づく都市計画に関  

する基準に適合するものであること。 

 

５．土地所有者等の３分の２以上の同意を得ていること。 

  (同意をした者が所有するその区域内の土地の地積と同意した者が有する借地権の目的となっているその区 

域内の土地の地積の合計が、その区域内の土地の総地積と借地権の目的となっている土地の総地積との合計の 

３分の２以上となる場合に限る。) 
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■提案から都市計画決定までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事前相談・ 手続き等の説明を都市計画課にて行います。

素 案 作 成

決定（変更）する区域の土地所有者等の
人数・面積とも２/３以上の同意確保周 辺 住 民 へ の 説 明 会

都市計画課へ素案提出

提案要件・書類等の内容確認（提出時）

受 付

提案者による修正

提案者へ返還

書類・内容等に不備があるとき

再提出なし（不成立）

内 容 検 討 ・ 協 議
（大分市都市計画提案検討委員会）

素案の全部又は一部を実現するための
決 定 （ 変 更 ） を 行 う

決 定 （ 変 更 ） を 行 わ な い

都市計画決定（変更）手続き
① 都市計画案作成
② 案の公告・縦覧
③ 公聴会又は説明会

都 市 計 画 審 議 会 へ 諮 問
（一部実現の場合は素案添付）

否 決可 決 修正要求・差戻

都 市 計 画 決 定
不 決 定
（提案者へ不決定通知送付）

行わないことを可

都 市 計 画 審 議会 へ 諮 問
（ 素 案 添 付 ）

行わないことを否

市報・ホームページ等で公表

提
案
者
が
行
っ
て
く
だ
さ
い
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■決定権者一覧

都市計画区域 ・ 準都市計画区域 ○ ○

○ ○

用途地域 ○

特別用途地区 ○

特定用途制限地域 ○

防火地域・準防火地域 ○

風致地区 ○ ○
2以上の市町村の区域にわたる
面積１０ｈａ以上のもの

臨港地区 ○ 地方港湾に係るもの ○ 重要港湾に係るもの ○ 国際戦略港湾、国際拠点港湾

流通業務地区 ○

特別緑地保全地区 ○ ○
2以上の市町村の区域にわたる
面積１０ｈａ以上のもの ○ 近郊緑地特別保全地区

緑化地域 ○

　一般国道 ○ ○

　都道府県道 ○

　市町村道 ○

　自動車専用道路 ○ ○ 高速自動車国道

都市高速鉄道 ○ ○

駐車場 ○

公園 ○ ○
国又は都道府県が設置する
面積１０ｈａ以上のもの ○

国が設置する
面積１０ｈａ以上のもの

緑地 ○ ○
国又は都道府県が設置する
面積１０ｈａ以上のもの ○

国が設置する
面積１０ｈａ以上のもの

墓園 ○ ○
国又は都道府県が設置する
面積１０ｈａ以上のもの

下水道 ○ ○
流域下水道又は排水区域が２以上の
市町村の区域にわたる公共下水道

汚物処理場・ごみ焼却場 ○ ○ 産業廃棄物処理施設

病院 ○

市場 ○

一団地の住宅施設 ○

流通業務団地 ○

　土地区画整理事業 ○ ○
国の機関又は都道府県が施行する
面積５０ｈａ超のもの

　新住宅市街地開発事業 ○

○ ※　一部協議要地　　　区　　　計　　　画

市 決 定 大 臣 同 意県 決 定

道　路

都
 
 

市
 
 

施
 
 

設

都  市  計  画  の  種  類

市街地開発事業

地
 

域
 

地
 

区

市街化区域 ・ 市街化調整区域(区域区分)

※ 地区計画の位置・区域及び、地区施設のうち道路で幅員８ｍ以上のものの配置及び規模など。 

県決定・・広域的な見地から定める必要があるものや、根幹的都市施設に関するものなど 

市決定・・その他に関する都市計画 

・用途地域の指定については、平成１２年より県から市へ権限移譲 
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■大分市都市計画審議会 

平成 12 年 5月に改正された都市計画法第 77 条の 2の規定に基づき設置される法定の附属機関

で、大分市都市計画審議会条例 で組織及び運営に関する必要な事項が定められています。 

審議会の役割は、都市計画法第 77 条の 2 の規定により、 

・市が決定する都市計画について調査・審議をすること  

・市長の諮問に応じ都市計画に関する事項について調査・審議すること  

・都市計画に関する事項について関係行政機関に建議すること 

となっています。 

都市計画は、都市の将来の姿を決めるものであり、かつ土地等の関係者の権利や利害をはじめ

市民生活に大きな影響を及ぼします。このため、都市計画の決定は行政の判断だけではなく、学

識経験者、関係行政機関の職員、住民の代表などにより構成される都市計画審議会の調査・審議

を経て、都市計画を定めることとなっています。（都市計画法第 19 条第 1 項） 

令和 7 年 2月 28 日に第 57 回大分市都市計画審議会が開催されています。 

 

■委員構成 

本審議会の委員は、大分市都市計画審議会条例・議事運営要綱 により市長が委嘱した下記の

２０名以内で組織されています。 

 

第１号委員  学識経験のある者    （法律、経済商工、経済農業、建築、不動産、 

都市計画、環境） 

第２号委員  市議会議員       （議長、総務・厚生・文教・建設・経済環境 

各常任委員長） 

第３号委員  関係行政機関の職員   （国土交通省大分河川国道事務所所長） 

第４号委員  県の職員        （大分県土木建築部・農林水産部） 

第５号委員  市民の代表者      （大分市自治委員連絡協議会会長 外） 
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